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現在進行中の中期経営計画では、
主に NTTデータからの旺盛な要請
を受け、当社グループ会社である
NTTデータニューソンとの連結で、
今年度 600億円を越える売上を目
指している。このうち約 82％が
NTTデータグループの仕事だ。
当社の組織は図 1に示すとおり

である。営業統括本部はアカウント
マネジメントを強化しており、事業
戦略の共有による重点顧客とのパー
トナー化を推進し、重点顧客の売上
は毎年 10%以上成長している。

事業は基盤ソリューション、ソフ
トウエアソリューション、セキュリ
ティの 3事業本部が推進している。
事業内容としては、技術支援サービ
スが好調であるのに対し、クラウド
化の流れを受けてベンダー製品の再
販・保守事業は減少傾向にある。お
客様からの要望としては、デジタル
基盤技術全般に関するサービス提
供、上流での ITコンサルティング、
保守運用の高度化に対する期待が高
まっている。これを受けて今後、ビ
ジネス、人材、仕組みの観点から、
図 2に示す 8つの重点施策を掲げ、
事業拡大を推進していく。 全社の事業に幅広く関係し、今後

の事業の伸びが期待できるベンダー
と戦略的に連携するため、2020年
10月にテクノロジーパートナーア
ライアンス推進室を設立した。現在
は ServiceNow社およびMicrosoft

社との連携を強め、積極的なベン
ダー認定資格の取得による技術力向
上と、後述するソリューションの開
発を進めている。このアライアンス
事業は順調に伸びており、今後はア
ライアンス先ベンダーを追加し一層
の技術力向上と事業拡大を図る。
また、お客様の要望に応えるため、
ソリューション、マネージドサービ

NTTデータ先端技術株式会社は、NTTデータグループの技術者集団として、システム基盤、ソフトウェア基盤、セキュリ
ティの各分野に関する ITサービスを提供している。来年度から始まる次期中期経営計画に向けて、クラウドに代表される
デジタル基盤技術のレベルの向上と、新たな付加価値サービスの立上げを加速していく。
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図 1　NTTデータ先端技術株式会社の組織体制

今年度連結売上高 600億円を
目指し進行中

技術力向上と付加価値サービス
提供へのアプローチ
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ス、ITコンサルティングサービス
の提供を開始した。現在、ソリュー
ションとして、すでに数多くの実績
がある運用管理ツールの Hinemos

のほか、ServiceNowを活用した構
成管理サービスのようにベンダー製
品の周辺に当社のノウハウを付加し
たソリューションを提供している。
今後は、当社の重点ソリューション
を NTTデータ技術革新統括本部の
注力技術領域（クラウド、データア
ナリティクス等）と対応付け、連携
して事業へ展開していく予定であ
る。その際、ソリューションの一部
は、プロアクティブな運用サービス
である「INTELLILINK マネージド
サービス for Oracle」のように、マ
ネージドサービスとして提供する。
さらに、NTTデータグループの
上流コンサル強化の方針を受け、IT

コンサルサービスを提供する
Altemistaテクノロジーコンサル
ティング室を 2021年 4月に新設し
た。デジタル基盤技術に精通した
ITコンサルタントが、顧客と共に
ITアーキテクチャのグランドデザ
インを描き、案件の具体化は当社の
3つの事業本部が実現していく。

当社はNTTデータ・グローバル・
テクノロジー・サービス・ジャパン
(旧 Vertex Japan) を 2018年に統合
し、NTTデータのインドデリバリー
会社である GDSプネとの連携によ
り、日本向けオフショア開発事業を
実施してきた。これに加え、当社の
技術力で海外 NTTデータグループ
を支援する事業にも着手している。
すでに APAC地域に対して、Oracle、

セキュリティ、Microsoft技術分野で
の支援が始まっている。さらにNTT

データのグローバルデジタルデリバ
リー戦略のもと、インドを中心とし
たデジタル技術支援サービスのグ
ローバル展開をヨーロッパ地域から
始めており、規模拡大によるデリバ
リの最適化を実現していく。

2021年 7月から専門性を評価す
る軸を取り入れた新たな人事給与制
度を導入した。これにより、マネー
ジメント軸とは独立に、専門性の軸
で技術力を評価できるようになった。
これまで当社に求められる人材
は、技術スペシャリストが中心で
あった。近年は幅広い技術分野を理
解する人材、顧客の課題を理解し
ITアーキテクチャに落とし込める
人材、さらには PM人材も求められ
ている。人材像の再定義を進め、研
修体系の整備も続けている。また人
材の獲得にあたっては、新卒とキャ
リアの積極的な採用のほか、ビジネ
スパートナー制度の活用、M&Aを
含む資本政策も検討している。

当社は継続して 80%程度の社員・
協働者がリモートワークを実施して
おり、アフターコロナでもこの働き
方を続ける。しかし 2年近く続く
リモートワークで、コミュニケー
ション不足による業務効率の低下や
メンタル不調などの課題も生じてい
る。会社全体・職場レベルでコミュ
ニケーション機会を増やし、特に育
成期間中の社員のフォローを強化
し、模索しながら状況を改善してい
く予定である。
リモートワークにおいては、社内

IT環境の改善も急務だ。コミュニ
ケーションインフラは、ゼロトラス
トセキュリテイの導入と連動して今
年度中に一定のレベルに達する。今
後は業務プロセスの簡易化・標準化
に着手し、次期中期経営計画の 3
年間でデータ分析環境と業務システ
ムの抜本的な見直しを実施する。
以上の施策により、社員の技術力・
提案力を高めつつ新たな付加価値
サービスを提供し、次期中期は連結
売上高 700億円を達成し、2030年
に 1000億円を目指すための土台を
形成する。
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テクノロジーパートナーアライアンスによる技術・商材の獲得

技術コンサルと技術オファリングでの技統本連携強化

グローバルビジネスの開拓

少額出資・M&Aの積極実施

多様なキャリアを実現できる人事制度・能力開発制度

ニューノーマル時代に沿う働き方を支える仕組み

先進的なコミュニケーションインフラと効率的なバックオフィス

顧客・技術動向を踏まえた営業・マーケティング強化
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図 2　次期中期経営計画に向けた重点 8施策

海外事業による
NTTデータグループへの貢献

専門性高度化と人材の強化

ニューノーマル時代の
働き方の模索


